Promoting International Comparative Research in the Field of Labour Studies by 鈴木 宏昌
国際比較研究のすすめ=労働分野を中心として
国際比較研究のすすめ:労働分野を中心として
鈴木 宏昌
社会科学において実証は不可欠であると共に最 も難しい作業でもある。何 をもって実証 と
するのか、どのようなデータや方法を用いて実証研究 を行うかは昔か ら研究者 を悩 まし、多
様 な学派や流れを形成 してきt.、労働問題を取 り扱 う労働経済学、労使関係論、労働法、人
的資源管理、社会学などはそれぞれの実証方法を確立 し、独自の専門領域 を画定 している。
その意味では、社会科学の専門領域は実証の方法論により差別化 されているとも言 える。 し
かしこの方法論あるいは時々のパ ラダイムは時代と共に変化 しているので、方法論はある意
味で社会科学の出発点であると共に目的地で もある思われる。個人的には、主な実証研究の
手法としては、...般的に①様々な社会事象の起源や生成過程 を研究 し、現在的な意味付けを
行 う歴史研究 ②統計やアンケー ト調査などのデータを使 う定性/定 量分析、③国際比較が
あると考えている。この小論では、③国際比較研究の特徴と可能性に絞 り検討するが、多少、
他の手法との補完性 も考えてみたい。
1実 証研究の手法 としての国際比較
歴史研究は伝統的な実証の手法で、社会科学の分野ではもっとも汎用性が高 く、 当然その
価値 は大きい。労働分野の例をとれば、現在の雇用保険制度や定年制度の特徴や弱点を捉 え
るためには、失業保険の起源や定年制度の歴 史分析は欠かせない。現在の社会制度は制度発
展の歴史を抜 きに考えることはできない。歴史研究に問題があるとすれば、一つには資料の
制約と物理的に大変な時間が必要なことがある。個入的に、最近わが国の戦時期の賃金統制
にある程度関心 を持 っている(本 学の図書室に多くの原資料がある)が 、本格的に研究する
元気はない。戦時期の社会経済の体制や法制度 を理解 してか らでなければ、原資料を使 って
論文は書けないので、少なくとも、10年くらいの労力や体力が必要であろう,、そのためか、
労働分野において歴史研究は昔に比べて極端に少なくなっている._rrFi前の労働研究の大家
(隅谷三喜男、氏原正治郎、白rr泰四郎、小池和男、神代和欣氏 など)が 歴史に強 く、深み
の ある研究 を行ったのに比 し、最近の労働研究 には奥行きがなくなった印象がある.歴 史研
究は実証の積み上げの意昧があり、少な くとも労働研究の分野では、 もっと重視 され るべき
実証の手法と考えている。 しかし、歴史分析にも落とし穴はあり、歴史解釈の部分で主観的
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な要素が入 り込むことであ.る。自分の主張や仮説を裏付ける歴 史.事象を引 き出す手法は..一.・昔
前には労働研究で一般的に使われた手法だが、今口の時点か ら振 り返れば、いくつかの場.合、
出発点である仮説が適切でなかった。とはrｰIiえ、歴.史的な手法を駆使 しな.がら、いくつ もの
画期的な古典が.書かれている。マックス ・ウェバ ーの 「プロテスタンテ ィズムと資本主義の
精神.1あるいはポラーこの 「大転Jは スケールの.大きい、最良の例である。
計量分析は現在では労働経済学ではa'.IILの予法である。アメリカの労働経済学や労使関係
の専門誌からは歴史研究や制度研究の論文はほとんど消滅 している。新古典派経済学の応用
が主流になり、 ミクロ ・モデル構築 とその仮説の数学的あるいは計量的な検証が論文の形式
として..一般化 している。アメ リカの影響が強いわが国でも、労働や経営の分野で同 じ傾向が
ある。個人的に問題と感 じているのは計量 という手法そのものとい うより、理論仮説の設定
過程 とデータの質である。最近 論文の査読や評価 を.頼まれることが多いが、多くの若手の
研究者の論文がアメ.リカやイギ リスの既成論文のモデルと仮説を使い、 日本のケースに落と
し込んでいる。アメ リカの事象を解明するために開発 されたモデルや仮説をあまり深 く中身
を吟味することなしに計量分析に取 りかかる。 また、アメリカは質の良い個別データやパ ネ
ルデータが手に人るが、 日本では公式統計の公開は遅れている。そこで若手研究者はアグ リ
ゲー トされたデータなどを使い、無理や.りに有意な結果 を出そうとする。とくに、近年、計
量分析のソフ トが手軽に使 えることにな り、データの加工がうまければ、 ・応形式的に出来
.上がった論文となる。この傾向は パソコンソフ トとデータの発達があるので、今後、加速
することはあれ、減ることはない.と思われる。 ここでの私の注文はまず第一に仮説の慎重な
吟昧である。アメリ;6の雇:用や人的資源管埋に関す.るモデ ルの多くはアメ リカの労働市場や
制度を前提 としている。コ ミッ トメン トや.インセンティブといった表現 も、多分、アメリカ.
の企業 と日本の企業では同じものではないであろう.。f彗り物の仮説で制度や意識の異なる日
本の現象を説明することは不可能であろう。各国の制度の違いを考慮 し、その.Cで慎重な仮
説設定の作業が求められるよう.に思われる。 さらに言.えば、意識調査な.どの作業仮説は試行
錯誤の1..わが国の状況やデータにフ ィットす るように何回 も修正 されるべきものなので あ
ろう。同様のこ.とはデータの加z:にも適用 され る。 わが国の統計にはパネルデータはほとん
どなく、アメリカのような ミクロ分析は難 しいケ「スが多い。近rf=.の傾向として、データあ
りきで、モデル と実証部分が論理的に結びつかないことも多い。A:調 査を使 った研究の場
合、データの弱 さが気になることがしば しばある。民間の調査機関の報告は、.多くの場合、
...一[n]のみのアンケー トで、一lts点のスナ ップ写真で しかない。研究論文であるためには、時
系列的なチェックや補完的な統計 ・データが必要 と感 じることが多い。
さて、本題で あ る国 際比 較研究 は、上記の二つ の 手法 と比較 す ると新 しく、 まだ手法 その
もの が定 着 していな い。 逆に.rr=iえば、様 々の 可能性 が秘 め られ い るよ うに思 われ る。.可能性
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の面で は、なん と言 って も、比較 対象 の国 ごとの違い ・格差 を明示 す るこ.とが で きることが
あ る。現在 、様 々な国際機 関や民 間の組織 が それぞれの インデ.イケ ーター を作成 し、国別の
ランキ ングを発表 してい る。UNDPのHumanDevelopment.indexIMDの国際競 争の ランキ
ングな どが もっ とも有名 な もの で あろ う。 これ らの ランキ ングの指標 は、 多 くの場合 、既 存
の 公式 デ ー タを収集 し、 それ を一定 の指標 に落 と し込ん でい る。IMDな どの場合 、 専門家
の評価 といった定性 的 な指 標 も使 われ る。 この よ うな国.ごとの ランキ ング はi間 の注 目を集
め るこ とか ら今後 も多 くの機 関が 多様 な インデ ィケー ターを開発す る ことが予想 され る。将
来的 には、環境 問題 、社会 開発、人権 や民主 化 などの.世界 ラ.ンキ ングの 指標 が開発 され、社
会的 に も認知 され るだろ う。これ らの ランキ ングは背 景.に.政策的 な意図 が あるのは明自だが、
もう少 しア カデ ミックな分野 で も国別 の国 際比 較 は活 発で ある。 た とえば、政治 学者の アス
ピン ・ア ンデル セ ンの ネオ ・コーポ ラテ ィズムの分類 な どが有名 で、 その後1多 くの研究者
に よる資本主義の分類 が な され た。次 に、 中.間レベル であ る.企業 の国際比較 も次 第に研究実
績 が 多 くな ってい る。 工場 レベルの生産性 比較 や企業戦 略の違い な ど様 々な角度 か らの アプ
ローチ が可 能 で あ.る。 す で に、 評 価 が確 立 され て い る もの と.して、Womack,Jones,Roos
lMachineThatChan暮edtheWorld」(1992、MI'CPeess>やG.Hoffestede(1980>の研究 が
あ る。.前者 はア メ.リカの 自動車 産業の再生 をR指 した研究者 と専門 家集団 の++同作 業の結果
だが、デ ー タの質の良 さは特筆 すべ きもので あ る(た だ し、 この本 は.一般 向 けの.半ば啓蒙 書
として書 かれ た)。後者 は 多国籍企業.の各 国/会 社 をサ ーべ.イし、 各国の 文化 ・社会 的の違
いを示 した先駆 的 な研究 で ある。その後、 多 くの研 究者 によ り、社 会的 ・文 化的 な側 面に関
す る調査が行 われるが方法論 ・.デー タ の面 で.Holfestedeの研究 を越 え.るもの はないよ うに思
われ る。
わが国の労働分野における国際比較調査や研究に目を転 じると、言葉の障害などもあり、
蓄積が少ない印象がある,,まず.・一番多いのは外国の制度`政 策の事例紹介である。.厚生労働
省やその外郭の研究機関などが多くの情報源と.なっている、先進国の雇用情勢 あるいは制度
の変更は簡単に日本語で入乎可能になっている、,また、1玉i連.ILO、. ECDなどの国際機関
の情報 も豊富になり、白書などでテーマ ごとに各国の比較研究することが頻繁になって.きて
いる。たとえば、男女格差の問題、相対的.貧困の測定、社.会保障制度の比較研究などが実例
として浮かぶ、個人的に長い間iLO本部職員(1e70-less)として私が行 って きたのはこの
範疇の仕事であった。与 えられた特定のテーマ(問 題〉に関 して、情報を収集 し、最近の国
際的な流れを抽出することであった。たとえば、1970年代には、最低.賃金制度やフリンジ ・
ベネフィットの国際比較などを行った記憶ぷある。国際機関なので全世界を展望す る必要が
あり、いかに適切な情報を得るかが大 きな課題であった。また、アジアにおける労使関係 と
.経済発展などのテーマを設定 し、アセアン諸国などの情報収集を行い、分析 したりする仕事
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もあった(予 算の制限もあり、各国の専門家に国ごとの報告書を書いても.らい、それ をまと
める程度の調査)。また、iw条 約の改定作業 を手伝 ったことが何[i.かあったが、 この場合
は、加盟国に簡単なアンケー ト票を配布 し、基礎 データ.(法 制度、慣習など)の 情報を入
手することができた。ただ、これはILO条約の作成や改定という場合に限られ、そこで集め
られるデータは既存の統計や法制度の情報で、深みのあるアカデ ミックな分析に耐えられる.
ものではなかった。以上は、国際機関での個人的な体験だが、今後国際機関を情報源 とする
研究は、とくに政策的な課題を中心 として、増加す るのは確実である。EUやEUの ダブリ
ン研究所などは同じ調査票を加盟各国に配布 し、.その結果を公表している。 とくに、重要 と
思われることは最近では集計結果のみでな く、元 データである個 票にも研究者がアクセスで
きることにある。わが国では、公式統計には多くの規 制が掛けられ、集計結果のみ公表す る
のが普通だが、アメリカやヨーロッパでは個人名 を消去 した個票の公開は進んでいる。たと
えば.、EUの生活時間調査は個票を使 えば、性別、年齢、産業、家族構成、子供の年齢 など
を考慮する丁寧な分析が可能になっている。まだ、政策的なテーマに関して、OECDは雇用
保障などに関 してかなり情報収集能力を向上.させてい る。国際機関が情報収集で有利なのは、
一定の枠組みに沿って加盟国に特別集計 したデータの提出を求め ることがで きるこ とにあ
る;、
国際比較研究や調査を行う普通の方法は.、まず1司.じテ:一マに関心を持つ外国の研究者を探
し、.チー ムを編成 した上で共同の調査や研究 を行 うも.のである。ここでの難 しさは共同研究
者の選択と共通の問題設定 を行う作業である。雇用.問題一つをとって も、長い間わが国の関
心は高齢:者雇用にあったのに対し、 ヨーロッパの関心 は暮年層の失業問題に集巾 していた。
したがって、出発点の ところで問題意識の違いが.大きい、,また、 さらに注意すべき事項は各
国の固有の制度の違いである。たとえば、労働rlifh",の機能において、アメ リカでは相場 賃金
はもっとも基本的な概念であり、実態で も.ある。現実の労働市場で、個別の労働者は自分の
経験や職種を知っているので、労働省や各種の民間め賃金サーベイで、自分の相場賃金を把
握 した.1.二で、就職や転職活動を行 う。これに対 し、わが匡iでは学歴別の初任給とい う特異な
制度があり、相場賃金が形成 されていない。.したがって、就職活動や転職行動の比較の際に
は慎重に問題や仮説設定を共岡 して行 う必要がある。 もう..…つ具休的な事例を紹介 して置こ
う。どこの国でも、キャリア研究は人的資源管理や労働の分野において重要な問題で ある。.
欧米や[本 でも数多くの研究がなされて きた。昇進 の経路、大学銘柄による昇進確率など興
昧深い研究があるし、またプラ トー 現象(滞 留期〉の解明などの研究 もな されて きた。 しか
し問題設定や概念の定義をしっかり吟昧 しないと国際比較は困難である。わが国ではキャ.リ
アは同 じ企業内における昇進経路 を意昧するが、アメリカやヨーロッパでは専門の範囲での
キャリアであるので、企業閲の移動は当然の経路 になることが多い。個人的な体験では、キ
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ヤリzに関す るアジアの.会議で、台湾か らの参加者から中濁人のキャリアの 目標は会社の中
での昇進ではな く、なるべく早い機会に自分で会社を設立す ることにあると言われ、びづ く
り.し.た記憶 がある。国により、職業によりキャリアのモデルは異なるのでキャリアの比較研
究には.周到な準備が必要であり、結果の解釈にも慎重な検討が必要である。共同チームによ
る国際比較研究の場合、研究チームがどこまで問題意識 を.共有化で きるかは大 きなポイン ト
である、
共同研究はひ とつの理想的な方法だが、着手の研究者にはす ぐに国際的な研究者のグルー
プに入ることは難 しい.し か し個人のレベルでも国際比較研究の道はある。若手研究者のレ
ベルで今後口∫能性のあるのはアメリカやEUの.調査の側票を加工 し、 日本 との比較をするこ
とではないか と私は考 えている。たとえば、EUの労働力調査の特別調査 は世帯構成別の労
働時間や収入もカバー している。わが国には同様な.統計.はないが、生活時間調査などを工夫
すれば近似値は得 られるように思われる。なお、...注意すべ きことは、それぞれの統計の性質
を慎重に検討するとともに、上述のように、各国間の制度の違いをしっかり確認することで
ある。
このように、落とし穴の多い国際比較研究ではあるが、その..一・方画期的な発見の.可能性 も
含んでいる。事実、国際比較研究の手法 も次第に精緻なものに発展巾である.イ ンターネッ
トの発達や情報の洪水の昨今なので、国際/r較のデータは至るところに存在する。今後、国
際比較磧究を通 じて、多くの発.見や新 しい視点が出てくると期待 している、
皿 労働分野の国際to較.冊究の展開
この節で は、労働分野 にお ける国際比較研 究の屡 開 を主 な著作 によ り.追ってみ る。労働分
野 の事例 紹介 は戦 前か ら続 くII,Oのlnternational.labonrReview(1923,f.倉q刊)などで昔 か
らか ら行 われ てい たが、 本格 的な方 法 論 と.しての 国 際比 較研 究 はJ.Dunlopの「lndustrial
RelafionsSystems」が嗜矢 と位 置づ けるこ とが可能で あろ う。Dunlopは1950年代に精力的
にアメ リカの労働市場 の研 究 を行 った後 、ILOのフェロ 一ーと して ジュ ネーブで労使 関係の国
際比較 プ ロジ ェク トを進 めた。 この.国際比較 の範囲 は ソ連 か らイ ン ド、先ELIと実.に包括的
で ある。そ して長 年の研究 を集大成 す る形 で、労使 関係研究 の専門領域 を確 定 しよ うとして、
有 名な上記の本 が.書か れた。彼が考 える労使 関係研究 の枠組 みは次の ような ものであ る。 ま
ず、労使 関係 は使用者 あ るい は使用 者の 団体 、労働組合 あるいは労働 者代 表、 そ して政府機
関 をア クター とす る。 この アク ターた ちは、特定の技術 や労働 お よび生産 物市場 、そ して社
会全体 の中で の力関係 によ り規定 され る。 アクターたちは彼 らの持つ経済 的、政治 的な力 を
利用 しなが ら交渉 を行 い、職場の ル ール を決定す る。 この.共同決定の ル ール こそが労使関係
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の アウ トプットとし、その変化の.過程を研究す るのが労使関係研究であると定義 した。著者
がア.メリカの労働研究の黄金期におけ.る代表的な学者であり、この本は労使関係の分野 では
現在 に至るまでもっと:も国際的に影響力を持つ古典的な作品 となった。Dunlopモデルの長
所の.一つはその枠組みの柔軟 さにある。..労働組合が未発達な発展途.上国にも労働者代表や政
府機関は役割を果たすので、それまでの労使関係研究の中心であった労働組合研究や団体交
渉 を越 えて多くの国に適用できるメ リッ トがあり、現在 までDunlopの理論枠組みとして引
用 され、使われている。
その後 、1)unlopは当時 の労 働経 済学 と労 使 関係 の大物 が集 まった共 同研究 に も参 加 し、
1960年に出版 されたKerr,C.Dunlop,J,Harbison,F.,Myers,C.「lndustrialismandlndustrial
Man」の共著者 に もなる。 この本 は何年 に もわ た る.膨大 な国際研 究の プ ロジェク トの結 果 と
して 公刊 され た。 この著書 の もっ とも有名 な仮説 は工 業化 が進 む と同 じよ うな経 済 ・社 会体
制 に向か うとした ことにある。発達 した.社会 で は、流 動性 が高 まり、労働 者の教育 や技術 水
準 は向上 し、 多元的で複数 の利益 団体が存在 渉 る とともに労使紛 争 は減退 す る。 また労働 市
場へ の政府 の規制 は強 くなる とい うConvergence仮説 を捉示 した。 このConvergence仮説
は その 後各国の研究 者に より批 判 され る.ことに なる。
?
「
??
その批判 の立場か ら、 国際的 に反響が大 きな比較研究 は有 名なR,Doreの 「英 国の工場 と
日本 の/:場.1(1973)である。K.Doreが単独 の著 者では あるが、 これは実際 には[英 の大 き
な共 同研 究 の一 環 で あ る。1960年代 中葉 に、 当時 のE1英の第 一一級 の 研究 者 グル ー プ(K・
Thurley,岡本 英 昭、 間 蜜 な ど).が交g.に.イ.ギ1リ.ズ・.日.2;3の 大 企 業 を調べ た上 で、
GeneralGleciricと日立電 気 とい う両国 を代表 す る企業 の ∴つずつ のr.場を集 中的に調査 した
もの で ある。 同 じ産業 に属 し、規模 もほぼnじnの4つ のT.場を徹底 的に調べ 、個 人労働
者へ の;u:査 な どを行 った。 そ して両国 の労使関係 、雇用 システ ムや キ ャ リアの違 い を明
らかに した。 日本企業 に.おいて は従 業員 は長 期雇用 を前提 と して、企業 コ ミュニ テ ィの一 員
の意識 が高 いのに対 し、イギ リ.スでは ブル ー カラーの労働 者 とホ ワイ トカ ラー従業 員 は まっ
た く別 の階 層に属 し、意識 や生活 に も違 いが 見 られ た。丹念 な調査 によ り、 日英の 二つ の企
業 が、riごとの歴 史や 文化の違 いか ら、異 な る会社 ・社会 で ある ことを示 し、Kerrなどが
予想 した.一つ のモデルへのConvergence仮説 を真.っ向か ら.E'した。折 り しも、 日本が高度
成長 期 の真 っ最 中で 日本への 関心 が 集 まった こと もあ り、Dore氏のgは 国 際的 に高 い評
価 を得 て、現在 では国際比較研究 の古典 とな って いる、
次 に 大 き な 比 較 研 究 と して 有.名な の はMaurice,Sellier,Sylvestre,「Politigne.d'educafionet
d'organisationindustrielleenFrancee[eoAllemagne.」(1982)であ る 。 こ れ は フ ラ ン ス の 研
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究グループ(LEST)が1971-74年そ して1974-77年に集中的にフランスと ドイツの特定の
事業所をペアとして比較研究 したものである、技術的な変数をコントロールするために、産
業 ・事業.所規模 を特定 し、 その上で独仏の企業組織、秩序、従業員の教育 ・訓練水準、賃金
格差、労使関係などを調べ.r.げたものである。モー リス(労 働社会学)、セ リ.エ(労働経済
学)、シルベ ス トル(労 働経済学)と い う大物がキャップにあり、多数の若手研究者を動員
した10年に及ぶ息の長い壮大な研究プロジェク トであった。社会学、労働経済学、心理学、
経営学など`fGr的な広が りを持つごとがこの研究.グループの特徴で.あった。これらの調査の
結果、企業の組織や人的資源管理は社会全体における教育 ・訓練 システムの影響を強 く受け、
それが企業の秩序や処遇に反映 され る(Societaleffect).とした。とくに、労働者の技術 レベ
ルにおいて、 ドイツ人が一般的に高い技能水準を持6て いるのに対 し、フランスの工場では
技 能の高 い労働者 が一貫 して少 ないこと.を.実証 した6そ の違 いの要因 を ドイツのDual
System(職業教育 と一一般教育)の 伝統 とみな.し、フランスの職業教育の欠陥を示 した。この
研究が国際的に注目を集めたのはその方法論..〈ミクロレベルにおける徹底した実態調査)と
ともに、両国の企業が社会的な(Societal>影響 を強 く受けていることを明確にしたことに
よる.ド イツ ・フラン.スという近接 した国々で、 しかも同 じような製品を生産 しながらも企
業組織や職務の分担などに見 られ る国ごとの差異を兇事に示 し、実に興昧深い発見であった。
1990年代になると、EUの慢性的な失業:率の高 さが国際的な関心を引く。アメリカなどの
労働市場 と比較すると、EUの労働市場は硬直的で、flexibilityに欠け、.そのため失業率が高
止まりするという議論がなされ る。.OECDは労働市場の弾力化の旗振り役としz、先進国の
労働市場の比較研究を行う。とく.に標的.にされたのは、大陸EU諸 国の手厚い雇用保障であ
6た。そのため、OECDは雇用に関す るそ0)年次報告書であるEmploymentOutlookで、
1999年および2004年に雇用保障 と市場の効率性 を研究 ・報告 した。解雇規制法などの雇用
保障制度は、労働市場の流動性や企業の雇用創1.[億欲を抑制 し、市場の効率性を妨げるとの
議論がある。その一方、雇用の安定は人的投資を可能 とし、む しろ労働.f,場の効率性の向土
に役立つとす る見方 も存在する。 しか.も雇用保障や解雇規制 とい う労働市場規制の根幹の部
分を国際的に比較 し、計量分析 しようという意欲的な ものであった。 しかし雇用保障は法.律、
判例、慣響、労使関係などにより影響 され、 しか も質的な部分が多く、数量化 しにくい。 ま
た、法律や労使関係に関して最新のデータを集めるのは大 きな労力と時間を要 し、法律や慣
習の効果に関 してはかなり主観的な評価 も含まれ.10ECDは 、国際機関の優位性を発揮 し
て、加盟国か ら最新情報を事務局が集め、それ らのデータを使 いながら、国ごとの ランキ ン
グによる分析 を行った。全体の結果は雇用保障の手厚 さと労働市場のパフォーマンスとの問
には明確な逆相関は見られなかった。手厚 い雇用保障はすでに雇用に就いている者の雇用 を
守るが若年労働者の雇用率にはネガティブに働 く.雇用保障という質的なデータであること
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か ら使われたデータの堅固さにも疑問があ.ることなどが報告.された。雇用保障は福祉国家の
根幹の一つであること、またその一一方、市場の規制緩和 と効率性の.潮流は強いので、この議
論は国際的にまだまだ続 くことは間違いない,と は言え、これ らの研究は個人では集めにく
い雇用保障の予厚 さに関する比較可能なデータを提供 した。質的なデータを使いながらも国
別のランキングによる分析方法と目新 しい比較研究である.
最後 に取 り上 げ る国際比 較研 究 はS.Sacoby教授 の 「日本 の人 事部 ・アメ リ.カの人 事部」
(2005年、 日本 経済 新 聞社).であ.る。 ジャ コ ビー.教授(UCLA>は 労働 .史・比 較労 使関係 の
大家 で、 目本 とアメ リカの コーポ レイ ト ・ガバ ナ ンスの比較 に興味 を持 ち、r体 に何 回 も滞
在 し、大企業の峰営者や人事担当者あ誉いは縄合指導者と.のインタビューを重ね、上記の本
を執筆 した。本題は 「TheEmbeddedCorpQration」なので、「社会にはめ込 まれた会社」が
その直訳なので、日本語のタイ トルはかなりの意訳である。内容は近年市場のグローバル化
の中で、企業のガバナンスは短期の収益め最大化を目指す方向にシフ トとしているが、B本
とア.メリカでどのような違いがあるのかを企業の人事部の役割の視点から見たものである。
ア.メリカの場合、1960年代 まで.は長期雇用や企業内の.人材養成を重視 した企業が多かった
が、1980年代以降になると年金基金などの機関投資家が短期収益の最大化 と株主優先を求め
て活発に動き、多くのアメリカ企業は短eau益や株価の上昇を優先 させ る方向ヘジフ トする。
企業の経営の トップには財務担当のcro出 身者が多.くなり、それにつれて人事部の役割は
各事業部に分権化 され、経営全体への影響力は失われる。一方、 日本では、1990年代以降、
企業のガバナンスのあり方が議論 された。.多.くの 日本企業 は株主重視の姿勢を打ち出 し、配
当政策などに変化が見 ら.れる。 しかし人事部の役割にはそれほど大きな変化は.見らず、社長
直属の部署として、本社全体のコン トロ÷ル機能を堅持 している.。確かに、 日本企業の人事
システムは1990.年以.降市場型に少.しは近づいた.が、そ.の間に、アメリカ企業は さらに先の
市場型の人事管理.に移行 したと教授は主張する。.アメ リカの企業史、労働史を熟知 レている
ジャコビー教授ならではの興昧深い日米の企業比較研究である。方法論としても、事象の部
分的な比較ではなく、コーポレイ ト・ガバナンスの観点から:企業制度全体を比較 しているこ
とが新鮮である。
結び.=国際比較研究のすすめ
以..F見て きたように、国際比較研究は社会科学一般にとって非常に魅力的で可能性に富ん
だ研究手法である,、とくに近年 インターネッ トの発達 と各国の情報開示が進んできているの
で、様 々な分野で国際比較の材料が手に入るようになっている。EU,国 連機関、OECDな
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どはほぼすべてのデータをインターネッ ト.上で公開しているし、個票の入手も可能なことが
多くなっている.。国際比較研究の第一歩は同じ意識を共有する研究者のネッ トワークの中に
入ることである。ヨーロッパやアメリカでは多くの研変:者は扇際的な研究.ネッ トワークを持
っている。たとえば、EUの競争的な研究資金は調際的に組織 されたコンソルシゥムに委託
される。わがiiiの若手研究者 もなるべくいろいろな機会 を利用 して リンクを張る努力をすべ
きであろう。 さらに、情報が散乱 して.いる時代なので、工夫次第では、 目本にいても国際比
較研究は可能であると思っている。 ここで、個人的に今後期待の持てそうない くつかのテー
マを示 しておこう。
1企 業のグローバル化と企業組織の研究 近年、中国、イン ドなどの新興国の市場が世界
経済の中に繰 り込 まれ、 目覚 しい発展 を遂 げている。企業活動の様 々な側面 また従業員の
雇用 システムなどの研究が可能 となろう。企業研究での最大の問題は企業の協力をいかに
得るかである.企 業と問題意識を共有できる場合は企業の協力が得 られ易 くなる。
2雇 用制度や賃金格差などの圏際比較 雇用制度や賃金格差といった伝統的なテーマであ
っても国際比較研究 は新しい光 を当てることがで きる。 そのためには、技術的な変数 をな
るべ くコン トロールするために、産業や企業規模、地域などを合わせることが必要である.
サンプルの選択をうまくすれば、面自い国際比較が 日本にいても.可能であろう.た とえば、
Y;Uの労働力調査は世帯別の雇用形態や労働時間、所得などがあるので、工夫 をすれば日本
との比較が可能ではないかと思 っている。国別のパ… トタイム労働者の分析 なども面 白い
テーマであろう。
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